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７ 主 税 調 1 6 号 

 東 京 都 税 制 調 査 会 

 

下記の事項について意見を求めます。  

  令和７年５月 23 日  

 
 

東京都知事   小  池  百  合  子  

 
 

 

記  

 

 

１  意見を求める事項  

  社会経済を取り巻く状況が大きく変化する時代において、地方自治

の発展に資する地方税制や国・地方を通じた税制全体のあり方、その

他これらに関連する諸制度について意見を求める。  

  

２  趣旨  

 現在、我が国は、貿易政策を巡り高まる世界経済の不確実性やウク

ライナ危機、中東問題など極めて不安定な国際情勢の中、少子高齢

化・人口減少、気候危機の深刻化、AI を始めとしたデジタル技術の爆

発的進化など、社会経済の加速度的な変化に直面している。  

一方、都民・国民が物価上昇などにより生活への不安を抱える中、

地方自治体は、子育て、医療・福祉の増進、自然災害への備え、公共

インフラ設備の維持管理、脱炭素化等の諸課題に的確に対応していく

必要がある。  

こうした先を見通せない不確実な時代において、将来世代を含めた

全ての人が輝き、一人ひとりが幸せを実感できる未来を築いていくた

めには、東京を含めた地方が、それぞれの強みや特色を生かし、自主

的・自立的に求められる役割を果たさなければならない。  

このため、地方自治の発展に向けて、地方分権や担うべき役割と権

限に見合う地方税財源の確保という観点を踏まえつつ、重要課題の解

決にも資する地方税制、国・地方を通じた税制全体のあり方、その他

これらに関連する諸制度について意見を求めるものである。  



 

 

東京都税制調査会設置要綱 

 

 

平成１２年５月２４日                               
１２主税税第４６号                               

                              知  事  決  定 
             

 

（設置目的） 

第１ 地方分権の時代にふさわしい地方税制及び国・地方を通じた税制全体のあり方等の参考と

するため、幅広く有識者等の意見の表明又は有識者との意見の交換を行う懇談会として、東京

都税制調査会（以下「調査会」という。）を設置する。 

 

（所掌事項） 

第２ 調査会では、以下の事項について検討し、意見の交換を行う。 

 (1) 地方税制度の改善に関すること。 

 (2) 国と地方の税源配分に関すること。 

 (3) その他これらの事項に関連する租税制度の改善に関すること。 

 

（委員及び特別委員） 

第３ 調査会は、委員１９人程度、特別委員６人程度をもって構成する。 

２ 委員は学識経験を有する者のうちから、特別委員は都議会議員の職にある者のうちから、知

事が委嘱する。 

３ 委員及び特別委員（以下「委員等」という。）の任期は、３年とする。ただし、委員等が欠

けた場合における補欠の委員等の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（会長及び副会長） 

第４ 調査会に、会長及び副会長を置き、委員等の互選により選任する。 

２ 会長は、調査会の会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 

（招集） 

第５ 調査会は、会長が招集する。 

 

（小委員会） 

第６ 調査会に、委員により組織される小委員会を置く。 

２ 小委員会は、調査会の付託を受け、第２に定める所掌事項について検討を行うとともに、こ

れに必要な調査研究を行う。 

３ 小委員会に属すべき委員は、調査会に属する委員のうちから会長が指名する。 

４ 小委員会に小委員長を置く。 

５ 小委員長は、会長が指名する。 

６ 小委員長は、小委員会の事務を掌理する。 

 

（分科会）  

第７ 小委員会に、分科会を置くことができる。 

２ 分科会は、小委員会の付託を受けて、その部門に属する事項を研究する。 



 

 

３ 分科会に属すべき委員は、小委員会に属する委員のうちから小委員長が指名する。 

４ 分科会に、分科会長を置く。 

５ 分科会長は、委員の中から小委員長が指名する。 

６ 分科会長は、分科会の事務を掌理する。 

 

（専門委員） 

第８ 調査会において検討すべき事項につき、細目の調査研究その他の必要があるときは、会長

は専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、専門の学識経験を有する者のうちから、会長が指名する。  

３  専門委員は、会長が認める場合には小委員会又は分科会に参加することができる。 

 

（意見の聴取） 

第９ 会長は、必要があるときは、委員等以外の者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

 

（庶務） 

第 10 調査会の庶務は、主税局において処理する。 

 

（雑則） 

第 11 この要綱に定めるもののほか、調査会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 

 

 

   附 則 

 この要綱は、平成１２年５月２６日から施行する。 
 

   附 則 

 この要綱は、平成１３年９月１７日から施行する。 
 

   附 則 

 この要綱は、平成１４年６月１０日から施行する。 
 

   附 則 

 この要綱は、平成１５年６月１日から施行する。 
 

   附 則 

 この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 
 

   附 則 

 この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 
 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年７月１６日から施行する。 
 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年１月１日から施行する。 
 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年７月１６日から施行する。 
 



 

 

    

附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 
 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 
 

   附 則（委員の任期の特例） 

 １ この要綱は、令和３年１月１日から施行する。 

２ 令和３年３月３１日に第３の３に規定する任期が終了することとなる委員等の任期は、同

項の規定にかかわらず、令和４年３月３１日までとする。 
 

   附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和４年５月１８日から施行する。 

 

 

 


